
寒河江市建設工事等低入札価格調査制度取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、寒河江市が発注する建設工事（以下「工事」という。）並びに工事に

係る調査、設計及び測量等の業務委託（以下「業務委託」という。）の契約の締結にあた

り、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第１項（同令第   

１６７条の１３において準用する場合を含む。）並びに寒河江市契約に関する規則（平成

９年市規則第１２号。以下「規則」という。）第１９条及び第１９条の２の規定に基づき

落札者を決定するために行なう調査（以下「低入札価格調査制度」という。）に関し、必

要な手続きを定めるものとする。 

（対象となる工事及び業務委託） 

第２条 この要領の対象となる工事及び業務委託は、低入札価格調査制度の対象となる工

事及び業務委託で、次の各号に掲げるものとする。 

⑴ 競争入札に付する工事で、設計金額（消費税及び地方消費税を含まないもの。以下同

じ。）が１，０００万円以上のもの（以下「対象工事」という。）とする。 

⑵ 競争入札に付する業務委託で、設計金額（消費税及び地方消費税を含まないもの。以

下同じ。）が１００万円以上のもの（以下「対象業務委託」という。）とする。 

（調査基準価格） 

第３条 契約担当者（規則第２条第３号に規定する契約担当者をいう。以下同じ。）は、対

象工事又は対象業務委託を入札に付す場合は、あらかじめ発注案件ごとに、応札された

価格では当該対象工事又は対象業務委託に係る契約の内容に適合した履行がなされない

おそれがないかを調査する基準となる価格（以下「調査基準価格」という。）を定めると

ともに、予定価格書に当該調査基準価格を記載するものとする。 

（調査基準価格の算定等） 

第４条 対象工事における調査基準価格は、次の各号の規定により算定した額とする。 

⑴ 設計金額を算出するときの基礎となった次に掲げる額の合計額。ただし、その額が設

計金額に１０分の９を乗じて得た額を超える場合にあっては、当該設計金額に１０分の

９を乗じて得た額とし、設計金額に１０分の７を乗じて得た額に満たない場合にあって

は、当該設計金額に１０分の７を乗じて得た額とする。 

◆ 建設工事（建築工事を除く） 

ア 直接工事費の額に１０分の９．５を乗じて得た額 

  イ 共通仮設費の額相当額に１０分の９を乗じて得た額 

  ウ 現場管理費相当額に１０分の９を乗じて得た額 

  エ 一般管理費の額に１０分の５．５を乗じて得た額 

◆ 建築工事 

 ア 直接工事費から現場管理費相当額を除いた額に１０分の９．５を乗じて得た額 

 イ 共通仮設費相当額に１０分の９を乗じて得た額 

 ウ 現場管理費に現場管理費相当額を加えた額に１０分の９を乗じて得た額 

 エ 一般管理費の額に１０分の５．５を乗じて得た額 



 ※ 建築工事における現場管理費相当額とは、建築物の解体工事、建築工事に関連す

る昇降機設備工事および工事費の過半が機器設置費である建築設備工事の場合、直

接工事費に１０分の２を乗じて得た額。これを除く建築工事、建築電気設備工事お

よび建築機械設備工事の場合は、直接工事費に１０分の１を乗じて得た額とする。 

⑵ 対象工事における調査基準価格が、工事の性質上、前号に規定する算出方法により難

いものについては、前号の規定にかかわらず、対象工事ごとに１０分の７から１０分

の９までの範囲内で適宜の割合を当該対象工事の設計金額に乗じて得た額とする。 

２ 対象業務委託における調査基準価格は、次の各号の規定により算定した額とする。 

⑴ 次表の業種区分の欄に掲げる業務の種類ごとに、同表の算出基礎の欄に掲げる設計金

額の合計額。ただし、その額が設計金額に同表の設定上限の欄に掲げる割合を乗じて得

た額を超える場合にあっては、設定上限の割合を乗じて得た額とし、その額が設計金額

に同表の設定下限の欄に掲げる割合を乗じて得た額に満たない場合にあっては、設定下

限の割合を乗じて得た額とする。 

業種区分 算出基礎 設定上限 設定下限 

⑴ 測量業務 ア 直接測量費の額 10 分の 8 10 分の 6 

イ 諸経費(間接測量費と一般管理費

等の合計額)相当額に 10 分の 4.5 を

乗じて得た額 

ウ 測量調査費が含まれる場合は、測

量調査費の額 

⑵ 地質調査業務 ア 直接調査費の額 10 分の 8.5 3 分の 2 

イ 間接調査費の額に 10 分の 9 を乗

じて得た額 

ウ 諸経費(業務管理費と一般管理費

等の合計額)相当額に 10 分の 4.5 を

乗じて得た額 

エ 解析等調査業務費が含まれる場

合は、当該業務部分の額に 10 分の 8

を乗じて得た額 

⑶ 土木コンサルタ

ント 

ア 直接人件費の額 10 分の 8 10 分の 6 

イ 直接経費の額 

ウ その他原価に 10 分の 9 を乗じて

得た額 

エ 一般管理費に 10 分の 4.5 を乗じ

て得た額 

⑷ 建築コンサルタ

ント (工事監理業務

を含む。) 

ア 直接人件費の額 10 分の 8 10 分の 6 

イ 技術経費の額に 10 分の 6 を乗じ

て得た額 

ウ 特別経費の額 



エ 諸経費相当額に 10 分の 6 を乗じ

て得た額 

⑸ 補償関係コンサ

ルタント (工事損失

調査業務を含む。) 

ア 直接人件費の額 10 分の 8 10 分の 6 

イ 直接経費の額 

ウ その他原価に 10 分の 9 を乗じて

得た額 

エ 一般管理費に 10 分の 4.5 を乗じ

て得た額 

⑵ 入札に付する業務委託が複数の業務の種類を含むときは、それぞれの業務の種類につ

いて算定した額を合計した額とする。 

⑶ 対象業務委託における調査基準価格が、業務委託の性質上、前２号に規定する算出方

法により難いものについては、前２号の規定にかかわらず、対象業務委託ごとに１０分

の６から１０分の８まで（地質調査業務にあっては３分の２から１０分の８．５まで）

の範囲内で適宜の割合を当該対象業務委託の設計金額に乗じて得た額とする。 

３ 対象工事又は対象業務委託を担当する課等の長（以下「担当課長」という。）は、対象

工事にあっては、競争入札に付する工事に係る低入札基準価格計算書（様式第１号）、対

象業務委託にあっては、競争入札に付する業務委託に係る低入札基準価格計算書（様式

第２号）を作成するものとする。 

（入札参加者への周知） 

第５条 契約担当者は、対象工事の入札に係る入札公告には低入札価格調査制度を適用す

る旨を記載するとともに、入札説明書又は指名通知に次の各号に掲げる事項を記載し、

入札参加者へ周知するものとする。 

⑴ 低入札価格調査制度を適用すること。 

⑵ 調査基準価格を下回る価格の入札者については、調査を行なった上で落札するか否か

を決定すること。 

⑶ 調査基準価格を下回る価格の入札者が落札決定を受けるためには、調査に応じなけれ

ばならないこと。 

⑷ 調査基準価格を下回る価格の入札者は、調査の結果により落札者としない場合がある

こと。 

⑸ 調査基準価格を下回る価格で契約が行なわれた場合は、現場代理人と主任技術者又は

監理技術者との兼務は認めないこと。 

２ 契約担当者は、対象業務委託の入札に係る指名通知に次の各号に掲げる事項を記載し、

入札参加者へ周知するものとする。 

⑴ 低入札調査価格制度を適用すること。 

⑵ 調査基準価格を下回る価格の入札者については、調査を行なった上で落札するか否か

を決定すること。 

⑶ 調査基準価格を下回る価格の入札者が落札決定を受けるためには、調査に応じなけれ

ばならないこと。 

⑷ 調査基準価格を下回る価格の入札者は、調査の結果により落札者としない場合がある

こと。 



（調査価格を下回る価格による入札があった場合の対応） 

第６条 入札執行者は、対象工事又は対象業務委託の入札において最低価格が調査基準価

格を下回った場合は、落札の決定を保留するとともに、入札参加者全員に対してその旨

を宣言し、落札者は後日決定する旨を告知して入札を終了するものとする。 

２ 入札執行者は、前項の規定により落札の決定を保留した場合は、調査基準価格を下回 

る価格の入札参加者全員に対し、次の各号に掲げる事項を告知するものとする。 

 ⑴ 低入札価格調査制度に基づく調査対象となること 

 ⑵ 落札決定を受けるためには、調査に応じなければならないこと。 

 ⑶ 調査は、当該対象工事又は当該対象業務委託の担当課長が所管すること。 

３ 入札執行者は、第１項の規定により落札の決定を保留した場合は、入札終了後直ちに

当該工事又は当該業務委託の担当課長にその旨を報告するものとする。 

（低入札価格調査の実施） 

第７条 担当課長は、前条第３項の報告を受けたときは、当該最低価格の入札をした者（以

下「最低価格入札者」という。）について、当該入札価格では当該対象工事又は当該対象

業務委託の契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあるか否かについて調査す

るものとする。 

２ 前項の対象工事についての調査は、積算内訳書を提出させ、次に掲げる事項について

行うものとする。 

⑴ その価格により入札した理由 

⑵ 対象工事付近における手持工事の状況 

⑶ 対象工事に関連する手持工事の状況 

⑷ 対象工事の施工箇所と入札者の事業所、倉庫等との関連（地理的条件） 

⑸ 手持資材の状況 

⑹ 資材購入先及び購入先と入札者との関係 

⑺ 手持機械及び手持設備の状況 

⑻ 労務者の具体的な供給見通し 

⑼ 過去に施工した公共工事名、発注者及び工事成績の状況 

⑽ 建設副産物の拠出地 

⑾ 経営内容 

⑿ 経営状況（取引金融機関、保証会社等へ照会するものとする。） 

⒀ 信用状況（建設業法違反の有無、賃金不払の状況、下請代金の支払遅延状況、納税状

況、その他） 

⒁ その他必要な事項 

３ 第１項に規定する対象業務委託の調査については、積算内訳書を提出させ、次に掲げ

る事項について行なうものとする。 

⑴ その価格により入札した理由 

⑵ 対象業務委託に係る人員配置計画、その他当該業務の実施体制 

⑶ 手持業務委託の状況 

⑷ 外注計画 

⑸ 過去に受注した公共工事に係る業務委託名、発注者及び履行状況 



⑹ 経営内容 

⑺ 経営状況（取引金融機関等へ照会するものとする。） 

⑻ 信用状況（賃金不払の状況、納税状況、その他） 

⑼ その他必要な事項 

（失格数値基準） 

第８条 担当課長は、対象工事又は対象業務委託において調査基準価格を下回る入札を行

なったすべての者について、その者が提出した積算内訳書に基づき、次条に定める失格

基準に該当するかどうかを確認するものとする。 

２ 前項に規定する者で、次条に定める失格基準に該当する入札者又は積算内訳書の合計

金額が入札価格と一致しない入札者は、失格とする。 

（数値的判断における失格基準） 

第９条 対象工事にかかる前条第１項に規定する失格基準は、低入札価格調査時に提出し

た積算内訳書に計上されている経費の額のいずれかが、当該対象工事にかかる設計金額

算出の基礎となった当該経費の額に、次の各号に定める率を乗じて得た経費の額に満た

ない場合とする。 

⑴ 直接工事費 ７５パーセント 

⑵ 共通仮設費相当額 ７５パーセント 

⑶ 現場管理費相当額 ７５パーセント 

⑷ 一般管理費 ５０パーセント 

２ 対象工事にかかる直接工事費の失格基準が、工事の性質上前項第１号に定める率によ

り難いものについては、前項第１号の規定にかかわらず、６５パーセントから７５パー

セントまでの範囲内の適宜の率を用いることができる。 

３ 対象業務委託にかかる前条第１項に規定する失格基準は、業務の種類ごとに、低入札

価格調査時に提出した積算内訳書に計上されている各経費の額のいずれかが、当該対象

業務委託にかかる設計金額算出の基礎となった当該経費の額に、次の各号に定める率を

乗じて得た経費の額に満たない場合とする。 

 ⑴ 測量業務 

  ア 直接測量費 ８０パーセント 

  イ 諸経費（間接測量費と一般管理費等の合計額）相当額 ５０パーセント 

ウ 測量調査費 ８０パーセント 

 ⑵ 地質調査業務 

  ア 直接調査費、間接調査費 ７５パーセント 

  イ 諸経費（業務管理費と一般管理費等の合計額）相当額 ５０パーセント 

ウ 解析等調査業務費 ６５パーセント 

 ⑶ 土木コンサルタント 

  ア 直接人件費 ９０パーセント 

  イ 直接経費 ９０パーセント 

  ウ その他原価 ９０パーセント 

  エ 一般管理費 ３０パーセント 

 ⑷ 建築コンサルタント（工事監理業務を含む。） 



  ア 直接人件費 ９０パーセント 

  イ 技術経費 ６０パーセント 

  ウ 諸経費相当額 ６０パーセント 

 ⑸ 補償関係コンサルタント（工事損失調査業務を含む。） 

  ア 直接人件費 ９０パーセント 

  イ 直接経費 ９０パーセント 

  ウ その他原価 ９０パーセント 

エ 一般管理費 ３０パーセント 

 

（契約審査委員会への付議） 

第１０条 担当課長は、前条の調査結果を寒河江市契約審査委員会（以下「審査会」とい

う。）へ付議するものとする。 

（落札者の決定及び通知） 

第１１条 入札執行者は、前条の審査会による審議の結果について寒河江市契約審査委員

会規程第５条の規定による通知を受け、当該最低価格によっても契約の内容に適合した

履行がなされると認めたときは、直ちに最低価格入札者を落札者と決定するものとする。 

２ 入札執行者は、前項の通知を受け、当該最低価格によっては契約の内容に適合した履

行がなされないおそれがあると認めたときは、最低価格入札者を落札者とせず、予定価

格の制限の範囲内の価格により入札した他の者のうち最低の価格により入札した者（以

下「次順位者」という。）を落札者として決定する。この場合において、次順位者が調査

基準価格を下回る入札者であった場合には、第７条から本項までの規定を準用する。 

３ 契約担当者は、第１項の規定により最低価格入札者を落札者と決定したときはその旨

を、前項の規定により次順位者を落札者としたときは、最低価格の入札者に対して落札

者とせず次順位者が落札者となった旨を入札者全員に低入札調査基準価格を下回った入

札に係る審査結果並びに落札者の決定について（様式第３号）により通知するものとす

る。 

附 則 

 この要領は、平成２３年４月１日から施行する。  

  附 則 

  この要領は、平成２３年１０月１日から施行する。 

  （平成２３年１０月１日以降に指名通知するものから適用する。） 

   附  則 

   この要領は、平成２４年７月１日から施行する。 

   附  則 

  この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附  則 

   この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

 


